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 特集：労働者派遣法の労働契約申込みみなし制度 Q&A……………………… ２

対象違法行為は 4 つ、該当なら契約申し込んだとみなす
平成 24年に成立した改正派遣法における「労働契約申込みみなし制度」が

10月 1日から施行予定です。施行にあたって、厚生労働省は7月 10日に

通達を発出しました。特集では、労働契約申込みみなし制度と通達につい

て、弁護士の外井浩志先生にQ&A形式で解説いただきます。

好評連載

額は89万 2138円で過去3番目の高水準（経団連・大手企業の夏季賞与・一時金
の最終集計）／妥結額4702円、アップ率は1.87％（経団連・中小の賃上げ妥結最
終集計）／ポジティブ・アクションに取り組む企業が大幅増（平成26年度雇用均
等基本調査（確報））／45.7%が「労働時間を短縮していく」（労働時間管理と効率
的な働き方に関する調査）／労働経済指標………………………………………… 20
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